第２４章　災害及び事故
水稲被害
　昭和56年の水稲被害面積は１万200ヘクタール、被害量4860トン 、又被害率（11.9パーセント）と昨年（19.4パーセント）を下回っている。
　本年の水稲被害の特色は、風水害は3190トンから44トン（80.5パーセント減）と減少している。
　干冷害は前年805トンであったのが6トンと大幅に減少している。
　全体的には、被害面積で（対前年比28.2パーセント）4000ヘクタールの減少、一方被害量で（対前年比41.2パーセント）3400トンの減少である。
労働被害
　昭和56年中の府内の労働災害による死傷者は､死亡185人、傷者（休業４日以上）２万6155人の合計２万6340人であった。
　これを産業別にみると、製造業関係が１万1005人で全体の41.8パーセントを占め、そのうち金属精練業、金属工業関係が5012人で最も多い。
　次いで、建設業6599人（全体に占める割合25.1パーセント）､陸上貨物取扱業2415人（同9.2パーセント）、港湾貨物取扱業697人（同2.6パーセント）と続いている。
火災
　昭和56年中の府内の火災件数は5354件で前年度の件数（5459件）を105件（2.0パーセント）下回った。損害額では、106億4231万円（前年比3.4パーセント増）、死傷者では、793人（うち死者91人）で、昨年より９人減になった。１日平均にすると、14.7件の火災が起き、2916万円の損害で、2.2人の死傷者が出ていることになる。
　市町村別にみると、大阪市の1732件（件数構成比32.3パーセント）がトップで、堺市536件（10.0パーセント）、枚方市298件（同5.6パーセント）、豊中市274件（同5.1パーセント）の順になっている。
　火元用途別にみると、火種の2284件が最も多く（前年度2125件）より（7.5パーセント増）次いでガス・油類関係1663件（同18.1パーセント減）、電気関係460件（同4.2パーセント増）の順となっている。
交通事故
　昭和56年中の府内における交通事故（人身事故）は、発生件数３万7747件、死者数383人、傷者数４万6569人を記録した。
　これは前年に比べると、発生件数では2013件（5.6パーセント増）、死者数では19人増（5.2パーセント増）、傷者数では2456人増（5.6パーセント増）となっており、発生件数はこれで６年連続の増加となり、今後、ますます増加の一途をたどる事が予想される。
　事故発生の主原因者となった第一当事者別にみると、車両等が３万7410件（件数構成比99.1パーセント）と圧倒的多数を占めている。
　車種別では普通乗用１万7174件（同45.5パーセント）、普通貨物8716件（同23.1パーセント）、軽四輪貨物3383件（同9.0パーセント）、軽四輪乗用931件（同2.5パーセント）、特定大型（大型を含む）599件（1.6パーセント）、普通乗用と普通貨物が２万2964件で全体の60.8パーセントを占めている。
　また、自動車以外では歩行者337件（同0.9パーセント）、原動機付自転車（1種、２種計）3397件（同9.0パーセント）、自転車920件（同2.4パーセント）となっている。
　事故発生の形態を法令違反別にみると、約59種類の法令がある中で、車両関係３万7410件中、安全不確認9839件、前方不注意6946件、動静不注視3155件、徐行場所違反、2271件の順となり、安全運転の最も基本となる義務的行為に違反が集中している。
　一方、歩行者の事故は、発生件数6791件で全事故に対する構成比は、18.0パーセント、死者数128人（33.4パーセント）、傷者数6977人（同15.0パーセント）となっており、そのうち横断中の事故が4863件で全体の71.6パーセントをも占めている。総体的に車社会の現代では、これらの交通事故･違反等が年々の増加現象を定着させる傾向にあり、これらの増加を阻むのは極めて困難な現状にある。
